
賛否の分かれた議案 (■■部 )について、議員別に賛否等を公表
議
案
等
の
番
号

議
決
結
果

賛否の
別 新生クラブ 政風会 政友会 市民の声

日本共産
党市議団

佐渡の
西風

公
明
党

無会派 議
長
　
佐
藤
　
孝

賛
成
反
対

後
藤
勇
典

広
瀬
大
海

上
杉
育
子

駒
形
信
雄

金
田
淳
一

林
　
純
一

室
岡
啓
史

山
本
　
卓

山
本
健
二

稲
辺
茂
樹

荒
井
眞
理

近
藤
和
義

中
村
良
夫

中
川
直
美

中
川
健
二

北
　
啓

山
田
伸
之

平
田
和
太
龍

佐
藤
　
定

坂
下
善
英

第2回（4月）臨時会 45 可決 17 ３ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

第5回（6月）定例会 請願２ 可決 12 ７ 退 ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ● －

※　○は賛成、●は反対、退は退席、欠は欠席。なお、議長は採決に加わらない。

番号 件　名 審議
結果

議
案

61 佐渡市税条例の一部を改正する条例の制定 ◎

62 佐渡市手数料条例の一部を改正する条例の制定 ◎

63 佐渡市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定 ◎

64 佐渡市介護保険条例等の一部を改正する条例の制定 ◎

65 令和２年度佐渡市一般会計補正予算（第５号） ◎

66 令和２年度佐渡市国民健康保険特別会計補正予算（第２号） ◎

67 令和２年度佐渡市介護保険特別会計補正予算（第１号） ◎

68 令和２年度佐渡市病院事業会計補正予算（第１号） ◎

69 佐渡市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定 ◎

70 令和２年度佐渡市一般会計補正予算（第６号） ◎

71 令和２年度佐渡市国民健康保険特別会計補正予算（第３号） ◎

72 佐渡市五十里財産区管理委員の選任 ◎

73 佐渡市二宮財産区管理委員の選任 ◎

74 佐渡市真野財産区管理委員の選任 ◎

75 人権擁護委員候補者の推薦 ◎

76 人権擁護委員候補者の推薦 ◎

77 人権擁護委員候補者の推薦 ◎

78 人権擁護委員候補者の推薦 ◎

79 農業委員会委員の任命 ○

80 農業委員会委員の任命 ○

81 農業委員会委員の任命 ○

82 農業委員会委員の任命 ○

83 農業委員会委員の任命 ○

84 農業委員会委員の任命 ○

85 農業委員会委員の任命 ○

86 農業委員会委員の任命 ○

87 農業委員会委員の任命 ○

88 農業委員会委員の任命 ×

89 農業委員会委員の任命 ○

番号 件　名 審議
結果

議
案

90 農業委員会委員の任命 ○

91 農業委員会委員の任命 ○

92 農業委員会委員の任命 ○

93 農業委員会委員の任命 ◎

94 農業委員会委員の任命 ○

95 農業委員会委員の任命 ○

96 農業委員会委員の任命 ○

97 農業委員会委員の任命 ×

98 農業委員会委員の任命 ○

99 農業委員会委員の任命 ◎

100 農業委員会委員の任命 ○

101 農業委員会委員の任命 ○

102 農業委員会委員の任命 ◎

請
願

２ 後期高齢者の医療費窓口負担の現状維持を求める意
見書提出を求める請願 ○

３ 加齢性難聴者の補聴器購入に対する公的補助制度創
設を求める意見書提出を求める請願 ◎

陳
情

４ 防災拠点としての複合型新庁舎建設についての陳情 趣旨
採択

５ ＡＴＲ 42-600 Ｓ機の早期就航への陳情 △

６ 議会放送の対象と放送時間の拡充の陳情 △

７ 新型コロナウイルス感染拡大に伴う病院事業継続支
援を求める陳情 ◎

８ 市民に優しく、防災拠点機能を備えた佐渡市市役所
建設についての陳情

趣旨
採択

発
議

７ 航路問題特別委員会の設置 ◎

８ 合併特例債に関する特別委員会の設置 ◎

９ 加齢性難聴者の補聴器購入に対する公的補助制度の
創設を求める意見書の提出 ◎

10 離島航路の維持・存続への支援及び船舶建造費への支援を求める意見書の提出 ◎

11 新型コロナウイルス感染症対策の更なる充実を求める意見書の提出 ◎

12 佐渡市議会会議規則の一部を改正する規則の制定 ◎

13 後期高齢者の医療費窓口負担の現状維持を求める意見書の提出 ◎

第５回（６月）定例会
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令和2年度 佐渡市一般会計当初予算 
議会の指摘事項と執行部対応状況の主なもの

〇会計年度任用職員の期末手当について
 指摘 　新年度に予定している会計年度任用職員は

1,523 名であり、そのうち 691 名が期末手当の
支給対象となっている。期末手当の支給を 1.3 月
分として予算計上しているが、国ではこの支給に
充てるため 1,700 億円の地方財政措置を予定し
ていることから、国の基準である 2.6 月分にすべ
きである。

 対応状況 　国からの財政措置の状況を踏まえたう
えで、期末手当の支給月数について、段階的な引
き上げも視野に入れ検討する。

〇職員数について
 指摘 　市の非常勤的な職員数は、前年度より 203

名増加する予定であることが明らかになった。専
門職など必要な職員は確保し、業務の効率化を図
るとともに職員配置の見直しを行い、会計年度任
用職員を含む市全体の職員数の適正化に向けた取
組を進めるべきである。

 対応状況 　会計年度任用職員を含めた職員数の適
正化に努める。

〇地域振興基金繰入金について
 指 摘 　 地 域 振 興 基 金 の 充 当 事 業 は、24 事 業、

５億２千 706 万８千円で、そのうち市長特認事
業は、13 事業、１億３千 36 万８千円にものぼっ
ている。目的基金は定められた目的に則して活用
するもので、市長特認という例外規定を乱用すべ
きではない。今後は基金の目的を明確にするとと
もにそれに見合った活用を図ること。

 対応状況 　基金条例施行規則に記載している事業
範囲をより明確化するよう整備を進めるほか、充
当する事業についても目的に沿ったものとする。

〇奨学金貸与事業について
 指摘 　奨学金貸与事業については、今後返済の滞

納が一定程度発生し、督促など債権回収に関する
人件費等様々な経費負担が発生することが予想さ
れる。また、奨学金の財源である教育文化振興
基金が枯渇するおそれもあることから、市中銀行
との協調を図ることで、そのようなリスクを回避、
低減させることが可能かどうか早急に検討するよ
う求める。

 対応状況 　平成 30年度の制度改正以降、貸与を
受ける者の増加により財源確保や返済滞納の発生

及びそれに対応する職員配置への対応が課題と考
えている。
　　貸与型の奨学金制度から修学資金利子補給金制
度へ変更した自治体もあることから、本市におい
ても利子補給金制度への見直しや、令和２年度か
ら実施されている国の修学支援制度との重複を避
けた形での現行奨学金制度の改正についても視野
に入れて検討していきたいと考えている。

〇スポーツ推進事業について
 指摘 　佐渡市スポーツ協会運営についての疑義は

調査の結果、交通費の支給に誤りがあり、規約外
特別支給についても平成 29 年と平成 30 年で合
計 73 万 500 円の支給が明白となっている。また、
不正残業申告疑惑については、教室開催時間１時
間 30 分に対して４時間 15 分の時間外勤務手当を
支給しているとの調査結果が出されている。佐渡市
スポーツ協会に適正な対処を求め、コンプライアン
スの徹底を図るとともに補助金交付のあり方を精査
すべきである。

 対応状況 　佐渡市スポーツ協会にコンプライアン
スの徹底を図るように指示したところである。
　また、補助金交付のあり方について精査を行う。

〇社会福祉法人運営費助成事業について
 指摘 　社会福祉協議会への助成については市との

協議も経た上で、一定の水準には至ったものと思
料する。しかし、今後においては施設の更新等の
費用負担の増大が懸念されることからも、市から
の助成頼みに偏らないように、寄付などの財源を
増やす自助努力を社会福祉協議会に促すよう指導
力を発揮されたい。

 対応状況 　今年度も、地域福祉の関連事業につい
ての整理・見直しを行い、適正な補助に努めてい
く。
　　また、今後費用負担の増大が見込まれる施設の
維持管理経費等についても、計画的な更新を行え
るよう自助努力を促すとともに、市民に必要な福
祉サービスの提供が行える環境整備について協議
を進めていく。

〇温泉運営費について
 指摘 　これまで市の温泉施設に対する方針に一貫性

が見られなかった。これから入浴施設のあり方検討
会において温泉施設に関するビジョンを策定すると
いうことだが、早急に市としての方針を確立させる

令和２年
第1回定例会
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ことを強く求める。
 対応状況 　台風災害、新型コロナウイルスによる
緊急事態を受けて、計画が遅れているが、指摘を
踏まえ有識者・市民代表からなる「入浴施設のあ
り方検討会」での議論により基本方針を確立する
べく取り組んでいく。

〇交流居住・定住促進対策事業について
 指摘 　さどまる倶楽部受付業務の委託は佐渡観光

交流機構へ移行すること。
 対応状況 　業務内容について、佐渡観光交流機構
と協議し、担当業務を分担して取り組んでいるが、
今後、業務内容の見直しも含め、関係機関と協議
していく。

〇空港対策事業について
 指摘 　佐渡空港の再開に向けて、佐渡新航空路開設

促進協議会の刷新を含め、役割を明確にすること。ま
た、１日も早い滑走路の２千メートル化の実現を果
たすこと。

 対応状況 　佐渡新航空路開設促進協議会について
は役員等関係者とその都度協議をし、事業を進め
ている。滑走路の２千メートル化については、引
き続き地権者交渉等の課題解決に取り組む。

〇�特定有人国境離島地域社会維持推進費
について

 指摘 　特別措置法が制定されて２年が経過するが、
国費の総枠を使い切れない状況である。特定有人
国境離島に特化された事業であるため、指定され
ている自治体と連携して既存事業の要件の拡充を
要望すると同時に、当初予算の枠にとらわれず国
の交付金を最大限活用するよう創意工夫すること。

 対応状況 　今年度は、第１回目の公募で 34者の
応募があり、市の審査会、内閣府における審査の
結果、31事業者が採択された。
　（平成 29年度：17事業者　平成 30年度：17事
業者　令和元年度 29事業者）

〇集落営農・担い手支援事業について
 指摘 　園芸産地再生担い手育成事業の実証の取り

組みを始めて３年目になることから、これまでの
内容を検証し、当該年度内に一定の区切りをつけ
ること。

 対応状況 　取り組みの検証を行い、今後の方向性
について結論を出すこととしている。

〇水産振興事業について
 指摘 　漁業就業者の減少が著しいことから、新規

就業者の獲得に向けて制度やイベントを最大限活
用し、支援体制を構築すること。また、県にも施
策の推進や協力を求めること。

 対応状況 　国や県、県漁連と情報共有を図り、新
規就業者向けの支援制度を一体的に記載したパン
フレットの作成・配布に取り組んでいる。都心部
でのイベント開催自粛が解除された段階で、新規
就業者の獲得のためのイベントに積極的に参加し
たい。また、今後は県との連携を強化し、市の支
援制度に対する協力を求めていく。

〇観光施設運営費について
 指摘 　さわた海の家をマリンスポーツの拠点とし

て整備して３年目となるが、実績が乏しい状況で
ある。地方創生推進交付金を活用して整備してい
る事業であるため、地域再生計画として提出した
目標に対して実績が伴うよう取り組むこと。

 対応状況 　海の家委託事業者をプラットホームと
して貸出しを行う体制や運用手順の整備を進めて
いる。
　　カヤックやサップの貸し出しには、独自の安
全基準を整備し、市が行う簡易的なインストラク
ター養成講座の受講者からイベントを実施しても
らう仕組みとする予定。
　　養成講座は、安全対策を中心に市独自の基準で
座学や応急救命の内容で実施することとし、地元
観光関係者からも受講してもらい、地元事業者か
らイベントを企画運営してもらい稼げる仕組みを
推進することで、海の家さわたをマリンスポーツ
の拠点としていく。

〇安全・安心まちづくり事業について
 指摘 　地域からの要望に対して、より多く達成で

きるための予算枠を確保すること。
 対応状況 　昨年以上の予算は確保できたものと認
識している。
　　今後も引き続き市民要望に応えるとともに地元
建設業界の雇用確保に努め、スピード感をもって
計画的に進めていく。

〇道の駅管理費について
 指摘 　本年４月１日からあいぽーと佐渡が道の駅

として認定される見通しとなっているため、機能
を果たせるよう設備を充実し、地域の賑わいとし
ての目的を達成させるための施策を講じること。

 対応状況 　両津港周辺（夷地区）での持続可能な
にぎわい拠点の形成を目的とし今後、各関係部署
及び関係団体を交え地域の活性化に繋がる取り組
み等を検討していきたいと考えている。
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【議会だよりリニューアルについて】
▶�少しでも議会でどのような審査や議論があり、市
民の暮らしとどう関わるのか等が、これまで以上
に伝えることができないか？という視点で他市議
会の事例も研究参考にしながら今議会だよりか
ら、大幅なリニューアルに挑戦しています。
▶�大きな変更点は、これまでの縦書きスタイルを横
書きに変更する事、議会で何があったのかを中心
テーマとする事としました。

▶�議員の一般質問は、発言議員が全体を要約したも
のであり、議員より文体等が異なることもあります
が、それも特徴と捉えていただければと考えていま
す。また、スマホなどからＱＲコードを読み取ると、
その議員の質問映像が見られるようにしました。
▶�ご意見等は「議会広報について」との表記でお願
いいたします。（匿名不可）

◆委員長 /中川直美　◆副委員長 /上杉育子�
◆委員 /平田和太龍　山本健二　林純一　中川健二　山田伸之　荒井眞理

メール　gikaidayori@city.sado.niigata.jp
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全国市議会議長会及び 
北信越市議会議長会表彰

令和
２年 在職20年以上 佐藤　孝　在職20年以上 中村　良夫

　常任委員会とは？　
　議会が市の事務に関する調査や議案などの審査を行うため、常に設置されている委員会のことで、
議員は必ずいずれかの常任委員会に属しています。
　総務文教常任委員会、市民厚生常任委員会、産業建設常任委員会の３つが設置されています。

　特別委員会とは？　
　必要のある場合や特定のことを審査するために設置される委員会のことをいいます。
　6月定例会現在、議会広報特別委員会、航路問題特別委員会、合併特例債に関する特別委員会が
設置されています。

　議会運営委員会とは？　
　円滑な議会の運営を行うため、議会運営の全般について協議し、
意見などの調整をはかる場として設置している委員会のことです。

佐渡市議会に関する基礎知識・用語❷

コロナ禍における議会傍聴について（議会運営委員会の協議）
　２月定例会以降行われていない議会傍聴について協議の中で次の主な意見があった。
〇�佐渡から感染者が報告されておらず、県内他市議会でも傍聴を認めている状況から、感染防止対策を講
じて再開すべき。

〇�コロナ感染はいまだ予断を許さない状況であり、佐渡は医
療体制が脆弱である点からも議場が感染のクラスターに
なってはならないとの観点から、再開は時期尚早である。
　�　協議の結果、６月定例会での議会傍聴は行わないことと
決定した。
　�「新しい生活様式」に対応した傍聴のあり方について、早急
に検討していくことを、7月10日の議会運営委員会で決定し
ました。


